様式１
　年　　月　　日
契約保証金免除申請書
（契約担当者）
　秋田県秋田地域振興局長
（申請者）
所在地　　
商号又は名称　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　
　○○地区　○○○○業務委託　○○○○　の契約保証金の納付を次の理由により免除してくださるよう申請します。
【理由】※該当する番号に○を付ける
１　保険会社との間に県（契約担当者）を被保険者とする履行保証保険契約を締結している。
２　保険会社、銀行、農林中央金庫その他予算決算及び会計令第100条の３第２号の規定に基づき財務大臣が指定する金融機関との間に工事履行保証契約を締結している。
３　過去２年の間に国又は地方公共団体とその種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、かつ、誠実に履行した。
【種類及び規模をほぼ同じくする契約の内訳】
	発注者名
	業務名
	契約金額
	着手年月日
	完了年月日
	契約内容

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


４　随意契約を締結する場合において、契約予定金額が２００万円以下である。
【参考書類】契約保証金免除申請書作成時の留意事項
【添付書類等】
　免除理由の番号に応じて、つぎの書類を添付すること。
・１の場合は、履行保証保険契約に係る保険証券を添付すること。
・２の場合は、工事履行保証契約に基づく保険会社の履行保証証券を添付すること。
・３の場合は、申請書内の次の表に実績の内容を記載し、その実績を証明する書類として
「検査結果通知書の写し及び業務内容が分かる契約図書の写し」など「発注機関」「業務
内容」「履行期間」が分かるものを添付すること。
　　
【種類及び規模をほぼ同じくする契約の内訳】
	発注者名
	業務名
	契約金額
	着手年月日
	完了年月日
	契約内容

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※「契約内容」欄には、簡潔に業務の種類と数量を記載すること。
（例：下刈5.2ha、薬剤地上散布15.3ha、作業道開設350mなど）
【同種同規模実績に係る用語の定義】
１）「過去２年の間」とは
対象案件（契約しようとする案件のことをいう。以下同じ）の当初契約締結予定日から２年間までをいい、この間に着手し、完了している業務を対象とする（変更契約においても当初契約締結日を基準とする）。
２）「国又は地方公共団体」とは
公社、公団、事業団、独立行政法人等は含まない。
地方公共団体は、都道府県、市区町村に限る（地方公共団体の組合、財産区等は含まない）。
３）「種類をほぼ同じくする契約」とは
秋田県森林整備関係業務入札参加資格者審査申請規定第１条に定めるいずれかの業務区分の内容に該当する契約とする。
なお、種類の確認については、提出資料の内容から判断することとし、過去の契約について発注者から業務区分等の証明は求めないので、申請者は、発注者が容易に判断可能な資料を添付するよう配慮すること。
【参考：秋田県森林整備関係業務入札参加資格者審査申請規定】
	第１条　業務区分
森林整備関係業務は、次の３区分とします。
１　森林施業業務
　　　　県営林経営事業、治山事業における造林、保育、伐採、その他の森林における施業に係る委託を主体としたもの並びにそれらと同程度の技術的判断を要するもの。
２　森林病害虫防除業務
　　(1)被害木調査及び駆除
　　　森林病害虫対策事業等における被害木の調査及び駆除に係る委託を主体としたもの。
　　(2)薬剤地上散布
松くい虫防除のために、松林を対象に地上散布機械を使用した薬剤防除をいう。
　　(3)薬剤無人ヘリ散布
　　　松くい虫防除のために、松林を対象に無人ヘリコプターを使用した薬剤散布をいう
３　普通作業道開設業務
　　　　県営林経営事業、森林病害虫対策事業等における作業道等の開設に係る委託を主体としたもの。　　


４）「規模をほぼ同じくする契約」とは、実績の契約金額と契約予定額が次表の同じ区分内にある場合とする。
	契　約　予　定　額
	ほぼ同じと認める実績の契約金額

	　～100万円以下
	10万円を超える

	　100万円を超え500万円以下
	100万円を超える

	　500万円を超え1,000万円以下
	500万円を超える

	1,000万円を超え2,000万円以下
	1,000万円を超える

	　2,000万円を超え3,500万円以下
	2,000万円を超える

	　3,500万円を超える
	3,500万円を超える


【その他の留意事項】
契約保証金免除申請書を提出しても、免除が認められない場合があることに留意すること。
